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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート

アマゾン熱帯雨林、幹線道路がもたらす開発と破壊 ブラジル
AFP 2019年12月21日

The Trans-Amazonian Highway (official designation BR-230, official name Rodovia Transamazônica), was introduced on September 27, 1972. It is 4,000 km long, making it the third longest highway in Brazil
It has indirectly caused a great deal of deforestation in Brazil,[6] as roads make it easier to transport timber. Satellite images demonstrate how roads increase deforestation. Access roads branch perpendicularly off BR-230 allowing deeper penetration into the surrounding jungle areas. Originally, the roads were to open up land for agriculture by settlers, the government motto "land without men for men without land"[7] was coined to describe the development of the Amazon. However, loggers have used these roadways to further deforest the surrounding jungle. 
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
牛肉と大豆、アマゾン森林火災に関わるブラジルの2大産業

2019年8月25日 AFP

牛肉
　ブラジル牛肉輸出業協会（ABIEC）によると、ブラジルは2018年、164万トンの牛肉を輸出し、世界第1位の牛肉輸出国となった。主要な輸出先は中国やエジプト、欧州連合（EU）だった。
　ブラジルの牛肉生産量はこの20年間で急増し、輸出量と輸出額の両方も、JBSとミネルバ（Minerva）、マルフリッグ（Marfrig）の食品大手3社主導で1997年から2016年の間に10倍に増加した。
　こうした成長はすべて、アマゾンの犠牲の上に成り立っている。
　国際環境NGOグリーンピース（Greenpeace）の研究者ロムロ・バチスタ（Romulo Batista）氏は、「アマゾン森林破壊の主要因は大規模な畜産だ。アマゾンの森林伐採地域の65％余りが現在、放牧地となっている」と指摘した。
■大豆
　ブラジルにとって主要な換金作物である大豆はかつて、森林破壊の主要因だった。
　大豆の栽培は1970年代、農民の移住や新たな栽培技術の開発、農薬の使用に支えられて劇的に増加した。
　農務省によると、同国の大豆輸出量は2018年、前年比22.2％増となる8330万トンを記録した。
　ブラジルは米国に次ぐ世界第2位の大豆生産国で、最大の輸出先は中国だ。
　ブラジル産大豆の昨年の対中輸出量は、米中貿易摩擦により中国が飼料用大豆の新たな調達先を探さざるを得なくなったおかげで、30％近く増加した。
　アマゾンの森林を伐採した地域の約6.5％が農耕地として利用されているものの、大豆の森林伐採への寄与度は減少傾向にある。(c)AFP/Morgann JEZEQUEL
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
アマゾン熱帯雨林、幹線道路がもたらす開発と破壊 ブラジル
AFP 2019年12月21日




Trans Amazonian Highway (Wikipedia)
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
消えゆくアマゾンの熱帯雨林と人間活動
日本リモートセンシング学会誌 Vol.35 No.4 (2015)
吉川沙耶花　
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Melchorita

Froject components:

1. Construction of a natural gas
liquefaction plant, including a marine
terminal, in Pampa Melchorita

2. Construction of a 408 km 34-inch
diameter pipeline from Chiquintirca in
Ayacucho to the Melchorita plant

3. The Camisea Consortium to exploit
Block 56 in order to supply PERU
LNG with natural gas
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¥ E : Hunt Oil (50%), SK Energy (20%),
Shell (20%), 4L (10%)
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
Peru LNG　400万トン/年、丸紅10％シェア
大阪ガス、丸紅、Peru LNGはメタネーション事業の事業性を調査・研究することで合意。（2022年7月）
サハリン２LNG　960万トン/年　（三井物産、三菱商事のサハリンLNGの権益はそれぞれ12.5％と10％）
日本のLNGの9%はロシアから輸入）

イキトス：1900年代始めにゴムブームが起きた。河口から3700kmあり3500tの大型船がさかのぼる。人口は437,376人。「陸路では行けない世界最大の町」といわれている。
1910年代　天然ゴムブームがマレーシアに移り沈静化。
天然ゴム農園においては、樹木の老齢化、若年労働者の他産業や都市への移動、そして、政府の政策に従い、大規模ゴム農園はより収益性が高いという利点からアブラヤシ農園へ転換が行われ、1990年代に入ると耕地面積のトップの座は天然ゴムからアブラヤシに変わりました。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
Pluspetrol:アルゼンチンの石油会社


San Martin 7 A H L
HEEIY 4 b

Total wells: 5 producers and 3 gas injection

San Martin 1
May 2004
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
パーム油　私たちの暮らしと熱帯林の破壊をつなぐもの 　WWF
2019/10/16

パーム油はポテトチップスやパンなどの加工食品、洗剤、せっけん、化粧品につかわれている。

インドネシア、4月28日からパーム油の輸出禁止を決定　(JETROビジネス短信）2022年04月27日
インドネシアの2021年のパーム油（HS1511）輸出量は約2,553万トンで、中国向けが約425万トン、インド向けが約303万トンを占める。世界第2位のパーム油輸出国マレーシアの輸出量は1,351万トンだ。日本は両国から約63万トンを輸入しており、うち41万トンがマレーシア、22万トンがインドネシアからの輸入となっている。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
パーム油　私たちの暮らしと熱帯林の破壊をつなぐもの 　WWF

地中に多くの水分を含む泥炭地には、アブラヤシを直接植えることができません。�植えるためには、まず周辺に水路をつくり、土から水分を抜いた後に、上に生えている木々を伐採してゆきます。そして、水路の両脇から、泥炭が空気に触れて乾いてゆく場所を、整地するため、燃やすのです。
泥炭は、露出して空気に触れるだけでも、今まで水中で蓄えられていた大量の温室効果ガス（二酸化炭素など）が放出してしまいます。ましてや、燃やすことになれば、さらに多くの二酸化炭素などが、大気中に放出されることになります。

火災の被害が甚大であった2015年には、インドネシアの森林・泥炭地火災のみで、約17.50億トンの温室効果ガス（二酸化炭素換算）が排出されたことが推計されている。これは日本の年間総排出量約14.08億トンを大きく上回る量だった。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
ちとせ　グループ　設立日　：2011年、代表者　：藤田 朋宏 Ph.D.　バイオベンチャー、内閣官房 イノベーション政策強化推進のための有識者会議 バイオ戦略有識者に就任。2020年には京都大学産学連携本部 特任教授に就任。
事業内容：バイテク研究開発、バイテク事業開発、従業員数約150 名
傘下会社：ちとせ研究所、9つの事業会社



「世界的に需要の高まるパームオイルの8割以上は、インドネシアとマレーシアの
アブラヤシ農園で生産されています。そこでは化学肥料や農薬が大量に散布され、
その結果、土壌の微生物のバランスが崩れて、アブラヤシにガノデルマ病
という病気が発生しています。」

「アブラヤシが病気になると新たなアブラヤシ農園の開発が必要になります。
スマトラやカリマンタンでは既にアブラヤシ農園の拡大によって熱帯雨林の破壊が
進んでいますが、アブラヤシの病気に手を打たないと、熱帯雨林の破壊が一層
進むことになります。

マレーシアに本社を置く Chitose Agriculture は病原菌の増殖を抑制する
トリコデルマ菌を増やした有機肥料を生産し、東南アジアの熱帯雨林の減少を
食い止めることに貢献しています。」

「また、アブラヤシ農園ではパームオイルを搾った後の廃液などよって環境汚染が
起こり、大きな社会問題となっています。そこで、Chitose Agricultureは
微生物と水生植物の力を使って廃液を浄化するシステムを開発し、持続可能な
パームオイルプランテーションの確立を目指しています。」
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
「東南アジアの農業は、質より量を重視し、農薬や化学肥料を大量に使用しています。
日本の農業もかっては今の東南アジアと同じでしたが、環境意識の高まりにより、土壌
の生態系を豊かにする土作りなどを通して、環境配慮型の農業へと切り替わりつつあります。」

「一方、現状のやり方に馴れたアジアの農家に環境配慮型の農業への転換を迫ることは
一朝一夕ではできません。そこで、Chitose Agricultureは、安いものを大量に作る
ことから美味しいものを作ることへの転換によって、環境配慮型農業への理解が広がる
との思いから、高品質のイチゴをマレーシアで栽培しシンガポールの消費者に届ける事業
を始めました。」

「”ちとせイチゴ”は Chitose Agricultureの狙い通り、シンガポールの消費者に受け
入れられ、ビジネスは順調のようです。」
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
SAN: Sustainable Agriculture Network

レインフォレスト・アライアンスは、世界地域の環境保護団体が個別に展開していた認証制度の統一を図るため、サステイブル・アグリカルチャー・ネットワーク（SAN）という組織を立ち上げ、現在は、SANが中心となって「レインフォレスト・アライアンス認証」の運営を管理している。この認証は、SANに加盟するパートナー組織が認証機関となり、現在世界約40ヶ国、約100万ヶ所の農園に認証が付与されている。認証農園や認証農園からの農作物を使った製品には、レインフォレスト・アライアンスのトレードマークであるカエルのマークが付けられている。

国際NGO、森林破壊防止デューディリジェンスに天然ゴムを含めるようEUに呼びかけ
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/07/ed1a4f2054df320b.html?_previewDate_=null&revision=0&viewForce=1&_tmpCssPreview_=0%2F%2F%2F%2F%2F%2Fbiznews%2F%2Fevents%2F
国際NGOグローバル・ウィットネスは6月16日、報告書を発表し、2021年11月17日に欧州委員会が発表した、森林破壊防止を目的としたデューディリジェンスの対象（2021年11月19日記事参照）から除外されている天然ゴムを盛り込むよう、欧州議会議員に働きかけていく意向だ。同デューディリジェンス義務化規則案は現在、木材、カカオ、コーヒー、パーム油、大豆、牛肉のほか、革、チョコレート、家具など特定の派生製品をデューディリジェンスの対象としており、天然ゴムは対象外になっている。
同NGOは、衛星データを基にカメルーン、コートジボワール、ガボン、ガーナ、リベリア、ナイジェリアの計40カ所の工業用ゴム農園をマッピングし、2000～2020年の間にゴム農園に転換された森林面積を計測してきた。2020年以降、工業用ゴム農園は、約5万2,000ヘクタールの森林破壊に関与していると推定される。失われた生態系は、西アフリカの森林保護区からコンゴ盆地の原生林まで広域にわたっている。しかし、この調査は工業用ゴム農園のみを対象としており、小規模農家のゴム農園は含まれていないため、森林破壊の実態よりも過小評価されていると指摘している。

企業活動の中でも生物多様性との関係が大きい原材料調達に関
して、企業が生物多様性に配慮することを条件として定めるこ
とは、生物多様性の保全にとって非常に大きな意味を持ちま
す。グローバルに事業を展開する日本企業の中に、特に生物多
様性と関係性が深い原材料（紙、木材、パーム油、紅茶、魚介
類など）の調達に関して、このような方針や基準を策定する企
業が出てきたことは、世界の生物多様性の保全にとって大きな
前進だ

https://dtbwp9kfigt3n.cloudfront.net/img-a/auto/auto/aa/gm/article/4/8/1/9/7/4/202001181456/800__lawson2.jpg
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
「パーム油から考えるSDGｓ」（視点・論点）JETROアジア経済研究所
2021年01月12日 (火)


インドネシアは2011年にISPO、マレーシアは2015年にMSPOという政府の持続可能性認証を策定しました。RSPOは参加が自主的な制度であるため、結果として大規模な農園企業の取得が中心でした。これに対して、ISPOとMSPOは、パーム油農園企業、農家などに対して、持続可能性にかかわる国の法規制を守ることを認証の要件とし、取得を義務づけています。特に、ISPOとMSPOでは小規模農家を支援して、持続可能な生産方法を普及させ、貧困削減と農村の生活向上につなげたい考えです。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
FSC ジャパン
FSCの扉を開けた林業家が拓く次の扉
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
国際NGO、森林破壊防止デューディリジェンスに天然ゴムを含めるようEUに呼びかけ
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/07/ed1a4f2054df320b.html?_previewDate_=null&revision=0&viewForce=1&_tmpCssPreview_=0%2F%2F%2F%2F%2F%2Fbiznews%2F%2Fevents%2F
国際NGOグローバル・ウィットネスは6月16日、報告書を発表し、2021年11月17日に欧州委員会が発表した、森林破壊防止を目的としたデューディリジェンスの対象（2021年11月19日記事参照）から除外されている天然ゴムを盛り込むよう、欧州議会議員に働きかけていく意向だ。同デューディリジェンス義務化規則案は現在、木材、カカオ、コーヒー、パーム油、大豆、牛肉のほか、革、チョコレート、家具など特定の派生製品をデューディリジェンスの対象としており、天然ゴムは対象外になっている。
同NGOは、衛星データを基にカメルーン、コートジボワール、ガボン、ガーナ、リベリア、ナイジェリアの計40カ所の工業用ゴム農園をマッピングし、2000～2020年の間にゴム農園に転換された森林面積を計測してきた。2020年以降、工業用ゴム農園は、約5万2,000ヘクタールの森林破壊に関与していると推定される。失われた生態系は、西アフリカの森林保護区からコンゴ盆地の原生林まで広域にわたっている。しかし、この調査は工業用ゴム農園のみを対象としており、小規模農家のゴム農園は含まれていないため、森林破壊の実態よりも過小評価されていると指摘している。
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